



























































































































































































































































































































































































































































































































































項　　目 Factor1 Factor2 共通性
仕事上の問題を抱える同僚を，自ら進んで手伝うようにしている .769 -.023 .576
命令されなくても，（新入社員や異動したての）新人が職場に慣れるように手助けしている .734 -.090 .488
仕事仲間が困らないように，事前に気を配っている .641 -.001 .411
多くの仕事を抱えている人の手助けをしている .621 -.040 .365
不在だった（休暇・出張などで）人の手助けをしている .577 -.050 .309
周りにいる人たちに，喜んで手伝うようにしている .521 .125 .346
自分の行動が，仕事仲間に与える影響を考慮している .476 .054 .252
自分の行動が他の人の仕事にどのような影響を及ぼすかを常に考えている .463 .092 .261
命令されなくても，会社のイメージアップにつながる行事などに参加するようにしている .415 .089 .213
ささいな事に対してくどくど不平を言わないようにしている -.207 .703 .407
余計なことは言わず，いつもてきぱきと動くように心がけている .067 .606 .408
ささいなことを大げさに言わないようにしている .032 .503 .269
職場ではいつもおかしいと思う点よりも，よい面を見るようにしている .160 .463 .307





























尺度 下位因子 GFI AGFI CFI RMSEA
組織市民行動
愛他的行動 .914 .857 .896 .069
スポーツマンシップ .988 .964 1.000 .000
SS・OJT .941 .845 .933 .080













































































パス A1 A2 A3 A4
B1（SS・OJT →愛他的行動） 1.912 1.277 −0.473 0.672
B2（SS・OJT →スポーツマンシップ） 1.074 0.483 −1.132 −0.061
B4（経営者の行動とビジョン→スポーツマンシップ） 2.889 2.254 0.479 1.623
































































































































































































































comes:Test of a social exchangemodel.
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